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この論文は， r警察学論集J(警察大学校編集・立

花書房発行)昭和53年11月号(第31巻第11号)に

掲載された関根謙一(警視庁交通部長，元内閣法

制局参事官H刑事警察官の集中運用についてj を

著者の了解を得て警察制度研究会において書き改

めたものである.

1.はじめに

(1)本稿の目的

(η ある固における警警察官の総数，すなわち危

険防止任務 (Gefahrenabwehraufgabe) に従事

する者の総数は，その固における労働力の分配法

則に応じて，客観的に定まる.ある固における労

働力の分配がいかなる法則にもとづき行なわれる

かは，固によってまちまちであると考えられるが，

たとえば，国民経済の向上を図ることのみを国家

目的とする国を考えてみれば，その国においては，

ある年度の経済成長率を何パーセントと見込むか

によって，その年度における農業，工業，商業等

に投入すべき労働力の量が決定され，それとの相

関関係において同時に危険防止任務に投入すべき

労働力の量も決定されることになることは明らか

である.もちろん，労働力分配の法則が上に述べ

たように単一の契機のみによって決定される国は

ほとんど存在しないであろうが，かりに労働力の

分配法則を決定する契機が多数あるような複雑な
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国を考えてみても，原理的には同様であって，危

険防止任務に投入されるべき労働力の量とその他

の任務分野，すなわち農業，工業，商業等に投入

されるべき労働力の量とは，右多数の契機にもと

づく分配法則において相互に結合されているので

ある.そして，ある国における総労働力の量は客

観的に定まっているのであるから，その国におい

て危険防止任務に配分されるべき労働力の総量，

すなわち警察官の総数も，その国の労働力の分配

法則にしたがい，客観的に定まることになるので

ある.

仔) 本稿は，わが国において，このようにして

客観的に l つ定まる警察官の総数を所与の条件と

して前提した場合に，警察の内部においてどのよ

うにこれを運用したならば危険防止任務が最も効

率的に達成されることになるかという問題を，若

干の記号およびモデルを用いて検討してみようと

試みたものである.

(対本稿においては，警察法に定めるいくつか

の警察の任務分野のうちから，刑事警察に係る犯

罪捜査の分野のみを抽出しているが，これは，危

険防止という警察に共通の任務分野の中でも，刑

事警察に係る犯罪捜査こそ典型的な危険防止任務

であると考えたことによる.しかし，本稿におい

て得られた結論は，警察法上の警察の他の分野，

すなわち保安警察，交通警察および警備警察の各

分野に係る犯罪捜査についても妥当するものと考

える.
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(2) 刑事警察

(ア) 刑事警察ということばは，多義的である.

このことばは，まず，広義には，行政警察に対す

るいわゆる可法警察の作用，すなわち広く犯罪捜

査の作用を指示するものとして用いられる.

ところで，犯罪捜査の作用を「司法警察J (po1ice 

judiciaire) と呼ぶのは，犯罪捜査の作用が「司法」

すなわち「裁判j の作用に属せしめられている諸

国においてである.犯罪捜査の作用を裁判の作用

に属せしめている国の例としては，フランスおよ

び戦前のわが国を挙げることができる.これに対

して，司法すなわち裁判の作用を法律上の争訟の

解決の作用に限定している諸国，たとえばアメリ

カやイギリスのような国においては，犯罪捜査の

作用は行政の作用に属せしらめれており，こうい

う国においては，犯罪捜査の作用を「犯罪警察」

(criminal police , Kriminalpolizei) と呼んで

し、る.

臼) 刑事警察ということばは，この「犯罪響察」

に由来するものと考えられるが，この用語は， 1司

法警察j ないし「裁判警察J という用語よりも，

戦後におけるわが実情に適合しているようにおも

う.なぜなら， 1司法警察J ないし「裁判警察」の

観念は，フランス法において典型的に示されてい

るように，犯罪捜査が裁判の作用に属するとの前

提に立ちつつ，裁判所(特にその検事局)の指導

下に，一般警察官とは別個の職員群に属する職員，

すなわち裁判警察官 (offciers de police judiciｭ

aire) が犯罪人の責任を追及するため，犯罪人を

裁判所 (tribunal) に引致する作用をいうからで

ある.すなわち，裁判警察とは，裁判における札

問主義を前提とした場合における裁判の末端の作

用をいうのであって，この場合には，裁判(犯罪

捜査を含む. ) を処理すべき機関の組織構造とし

て，裁判官ー一一検察官一一捜査官(裁判警察官)

という 3段階の構造が前提とされているのである.

り) これに対して，わが国の裁判法においては

司法，すなわち裁判の作用には，犯罪捜査の作用
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は含まれていないものと考えられる(憲法76条 l

項，裁判所法 3 条 1 項). そして，警察法は，犯

罪捜査の作用を行政機関たる警察機関の任務とし

て分配し，あわせて，この作用を「公共の安全と

秩序の維持」すなわち危険防止の作用の l つの例

示として規定しているものと考えられる(警察法

2 条 1 項). 

危険防止の作用は行政に属する.危険(Gefahr.

en) は，人の行態によるものと物の存在ないし状

態によるものとが区別されるが，犯罪捜査の意味

における刑事響察の対象となるのは，主として人

の行態による危険で、ある.たとえば，暴力団 (1集団

的に，または常習的に暴力的不法行為を行なうお

それがある組織をいう.J (警察庁組織令第 10条の

2 第 2 号)とはその存在自体が公共の危険である

ような組織をいうが，これに対する取締りは，か

かる意味における危険防止の作用であり， Sicher­

heitspolizei に属する.現在までのところ暴力団

に対する取締りは，その構成員の行為に対して刑

罰法規を適用する以外に方法がないが，そうだか

らといって，この作用が司法の作用に属するとい

うことにはならない.取締りの方法の問題は，い

わば，立法論の問題であり，立法論としては，暴

力団の取締りのため破防法のような警察取締法規

を制定することも，むろん可能で、ある.

(エ) 要するに，現在のわが国における法の体系

の下においては，犯罪捜査の作用は，裁判の作用

にではなくて危険防止という行政の作用に属せし

められており，その結果，この事務は，危険防止

任務を一般的に担当する警察機関に分配されてい

るのだと考えてよいであろう.以上の理由から，

犯罪捜査の作用は， 1司法警察J と呼ばれるよりも

「刑事警察」ないし「犯罪警察」と呼ばれるほう

が，現在のわが国の実情に適した呼び方であると

考えるのである.

体) 次に，狭義には，刑事警察とは，警察法第

23条第 1 項第 1 号に規定する「刑事警察J を意味

する.ここにいう「刑事警察J にし、かなる作用が
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含まれるかは同条の規定の文言上必ずしも明らか

ではないが，同法の他の規定との関係から判断し

て，右に述べた広義の刑事警察，すなわち犯罪捜

査の作用の中から保安警察，交通警察および警備

警察に係る犯罪捜査の作用が除外され，これ以外

の犯罪捜査の作用が含まれることだけは明らかで

あると考えられるから，この場合における「刑事

警察」とは，ひとまず，保安，交通および警備の各

警察に係る犯罪以外の犯罪に関する警察(捜査を

含む. )の作用をいうものと解しておこう.そして

本稿においては，この意味における「刑事警察」

に係る犯罪捜査を考慮しているのである.

(3) 問題

以上に述べたような刑事警察を念頭に置きつ

つ，本稿の問題を掲げれぽ，次のとおりである.

「都道府県警察における刑事警察の組織構造が

警察本部と警察署という 2 段階の構造を有するこ

とを前提とし，かつ，刑事警察に係る犯罪(以下

「刑事事件」という. )の発生件数その他刑事警察

の運営に関する前提条件が一定であると仮定した

場合に，刑事警察官(刑事事件の捜査に専従する

響察官をいう.以下同じ)を警察本部と警察署と

の聞にどのように配分すれば，刑事事件の捜査の

ため最も効率的であると考えられるかJ

また，閉じことであるが，次のように言い換える

こともできる.

「警察本部と警察署における刑事警察官の配分

関係のみを『変項』とし，他の条件はすべて一定

であると仮定した場合に，刑事事件の捜査に係る

捜査力を最大にする方法を問う J

2. ことばの定義

そこで，問題の検討に入る前に，本稿において

使用する若干のことばについて，一応の定義を与

えておこう.

(1) r刑事警察官J

刑事警察官とは，前項 (3) において述べたよう

に，刑事事件の捜査に専従する警察官をいう.し
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たがって，都道府県警察において犯罪捜査に専従

する警察官の中から，保安警察に係る犯罪，交通警

察に係る犯罪，および警備警察に係る犯罪の捜査

に専従する警察官は除かれる.また，刑事警察に

従事する警察官のうち，刑事警察行政，犯罪鑑識，

看守押送等の事務に従事する警察官も除かれる.

さらに，この意味の刑事警察官は，西ドイツに

おける Kriminalpolizeibeamten( r刑事警察官J

と訳される. ) やフランスにおける offciers de 

police judiciaire (r司法警察官J と訳される. ) 

ともまったく異なる.これらの警察官は，前者にあ

っては Schutzpolizei (r保安警察」と訳される. ) 

に属する警察官 Sc】lutzpolizeibeamten と，後

者にあっては police municipale (r市町村警察」

と訳される. )に属する警察官 gardiens de la 

paix とそれぞれ別個の職員群を形成し， その任

用資格，階級，給与その他の任用条件をまったく

異にし，かつ，裁判所検事局に属する検察官の指

導を受けて犯罪捜査の事務に従事する従属的な

「裁判警察官」であるのに対し，ここに述べた「刑

事警察官」は，単にその担当する事務が刑事事件

の捜査であるという点のみにおいてその他の警察

官と異なるにすぎない警察法上の警察官であるか

らである.

(2) r集中運用J

集中運用とは，現行の警察組織法(すなわち「警

察法J)における都道府県警察の警察機関が警察本

部と警察署という 2 段階の構造を有しているとの

条件のもとにおいて，警察官を原則として警察署

のみに配分しつつ，ある警察署の管轄区域内にお

ける当該警察事務の処理に関しては，当該警察署

が当該警察官のみを運用する方式である「分散運

用j に対立する警察官の運用の方式であって， r分

散運用J 以外の運用をいうものとする.集中運用

の例としては機動隊の運用が，分散運用の例とし

ては外勤警察官の運用が，それぞれ考えられるで

あろう.

(3) r横の集中」と「縦の集中」

(23) 737 
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刑事警察官の集中運用の形式は， r横の集中」と

「縦の集中」とに分類することができる.ここに，

「横の集中」とは，警察署相互間において，各警察

箸に分配配置された刑事警察官の全部または一部

を他の警察署に集中して運用する形式をいうもの

としJ縦の集中」とは，警察本部と警察署との間

において，各警察署に分散配置された刑事警察官

の全部または一部を警察本部に集中して運用する

形式をいうものとする. r横の集中j の形式とし

ては， ["ブロック捜査体制j および，いわゆる「刑

事警察署体制」が考えられ， r縦の集中j の形式と

しては， ["本部集中体制j および「混合集中体制j

が考えられる.

(4) ["プロ'"ク設査体制」

ブロック捜査体制とは，都道府県警察における

刑事警察の組織構造が警察本部と警察署という 2

段階の構造を有し，かつ，刑事警察官の配分の重

点が各警察署に対する分散配置に置かれていると

いうことを前提条件としつつ，犯罪の性質によっ

ては，このような刑事警察の組織構造および刑事

警察官の配分関係自体が効率的な捜査活動を妨げ

ることがあるとの判断に立ち，その組織および配

分関係の欠陥をおぎなうため，犯罪の性質により，

一時的・暫定的に，当該犯罪に係る関係警察署の

刑事警察官の一部を l つの警察署(ブロック・セ

ンター署)に集中し，これらの警察官が当該関連

警察署の全区域において当該犯罪の捜査を行なう

体制jをいうものとする.

要するに，プロック捜査体制とは，都道府県警

察の管轄区域をいくつかのブロックに区分した場

合において，あるブロックに属する各警察署に分

散配置されている刑事警察官の一部についてこれ

をプロック・センター署に集中して運用する形式

をいうものとするといってよいであろう.

(5) ["刑事警察署体制」

刑事警察署体制とは， (4) に述べた前提条件の

下において，警察署の段階に関し，刑事警察にお

ける管轄区域は刑事饗察以外の警察(以下「一般
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警察」という. )における管轄区域よりも広域であ

る必要があるとの判断に立ち，一般警察から刑事

警察を分離して，一般警察を管轄する警察区域と

は別個に，かつ，一般警察を管轄する警察区域よ

りも広域の，刑事警察のみを管轄する警察区域を

設定し，ここに一般警察署とは別個の箸察機関を

設置して，制度的・恒常的に，当該区域内に存す

る従来の警察署に分散配置されている刑事警察官

の全部をこの警察機関に集中して運用する形式を

いうものとする.

要するに，刑事警察署体制とは，都道府県警察

の管轄区域をいくつかのブロックに区分した場合

において，あるブロックに属する各警察署に分散

配置された刑事警察官の全部について，これを当

該ブロック内の l つの警察機関(署でもよい. )に

集中して運用する形式をいうものとするといって

よいであろう.

ちなみに，この意味における刑事警察署が，フ

ランスにおける commissariat de quartier や，

ドイツにおける Kriminalpolizeiamt とは全然

別個の機構であって，名称はまぎらわしいが，相

互にほとんど共通点がないものであることは，い

うまでもないで‘あろう.

(6) r本部集中体制」

本部集中体制とは， (4) に述べた前提条件の下

において，警察本部と警察署との聞における刑事

警察官の配分関係の重点を逆転せしめ，警察署に

分散配置されている刑事警察官のうち，当該警察

署の管轄区域内における情報の収集，告訴の受理

等当該警察署において処理することが望ましい若

干の刑事警察事務に従事する必要最小限度の刑事

警察官を除き，残りの刑事警察官をすべて警察本

部に集中して運用する形式をいうものとする.

(7) r混合集中体制J

混合集中体制とは， (4) に述べた前提条件の下

において，本部集中体制jの長所を十分に承認しつ

つも，当該都道府県警察における管轄区域の大き

さ，交通の利便等具体的条件を考慮して本部集中
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体制を採用し難いと判断した場合に，当該都道府

県警察の管轄区域をいくつかのブロックに区分

し，あるプロックに属する警察署の刑事警察官の

一部について，これを当該ブロッグ内の 1 つの警

察署および警察本部に集中して運用する形式をい

うものとする.要するに，混合集中体制とは，本

部集中体制とプロック捜査体制との混合体制ない

しは本部集中体制のブロザグ捜査体制iによる修正

形式をいうものとするといってよいであろう.

3. 捜査力宅デル

前節にあげた諸体制を比較するために，捜査力

という概念を導入しよう.ここに，捜査力という

のは，ある警察単位が犯人を探査したり，証拠を

収集したりする能力のことである.とはいえ，こ

の捜査力を実際に測定することはきわめて困難で

ある.たしかに，犯人の検挙数はこの捜査力を反

映する l つの値ではあるが，それを相互に比較す

るには，犯罪の質的条件やそれに対する捜査の難

易度等を考慮しなければならないからである.そ

こで，ここでは，この捜査力を，あくまでも概念

上の数値として把握することにして，これを数理

モデルで説明することにしよう.

概念1二の数値であるにせよ，捜査力が多くの要

因に依存することは，想像にかたくない.しかし

ここでは，人員配置の問題，とくにその人数の側

面を取り扱うので，他の条件が等しいものとして

これを刑事警察官の人数の関数として把握するこ

とにする.

本稿で用いる捜査力のモデルの構成は，以下の

とおりである.

警察署の捜査カ ある警察署に属する刑事警察

官の人数を z とするとき，その讐察署の捜査力k

t主

K=f(x) 

と表わされる.ここに，関数 f(討を捜査力関数

と呼ぶ.

捜査力関数に関する仮定

1986 年 12 月号

1'13主力

人数

図 1 捜査力関数

警察署の捜査カはその警察署に属する刑事警察官

の人数の増加関数である.

f(O) >0 )
 
-(
 

ある警察署に刑事警察官が 1 人もいな〈ても，

警察署の捜査力がゼロになるということはありえ

ない.外勤警察官その他の警察官が置かれている

からである.

f'(x) >0 (2) 

警察署の捜査力は，その警察署に属する刑事警

察官の人数の増加につれて増大する.

もともと ， x は人数であり，離散量をとること

はいうまでもないが，取り扱いの便宜上，関数

f(x) が非負の実数全体にわたって定義された，

連続微分可飽な関数とする.

また，世間でも「船頭多くして，舟山にのぼる」

という諺があるように，刑事警察官が多すぎでは

捜査力がかえって減ずるのではないかと考えられ

るむきもあろう.実際，十分大きな zについては

f吋x)< 0 が成立するであろうことは想像にかた

くない. しかし，さらにすすんで f'(x) 孟 O が成

立するようなことは，あるとしても非常に大きな

zの値に対してであろう.そして，そのような多

人数が得られるということ自体非現実的である.

むしろ，現状で考察したいのは (2)式のみならず，

f吋x)>O が成立するような場合である.そこで，

ここでは，捜査力関数f(x) を単調増加関数とし

て議論を進めることにしよう. (図 1 ) 

警察署の集合体の捜査カ

複数個の警察署からなる集合体があり，ここに

警察本部や刑事警察署等の刑事警察官の集中機構

(25) 739 
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が存在しないとき，この集合体の捜査力は，構成

する各警察署の捜査力の合計である.

すなわち，いま，この集合体が N伺の警察署か

ら構成され，そのおのおのに山人(i= 1, 2,…N) 

の刑事警察官が配置されているとき，この集合体

の捜査力 Ks は

KS=jl(Xl) +β(X2) +…+ jN(XN) (3) 
で与えられる.ここに jt (xdは第 t 警察署の捜査

力関数である.

捜査カ乗数

捜査力とならんで，捜査力乗数というもう 1 つ

の概念を導入する.いま，警察署があってこれが

刑事警察官を有する場合には，その警察署は，一

定の捜査力をもっ.これに対して警察署とは別個

に，警察本部あるいは刑事警察署等の刑事警察官

の集中機構が存在すれば，この機構はそれ自身で

捜査力をもっというよりは，各警察署の捜査カを

補強する働きをもっ.つまり，各警察署の捜査力

に対して乗数的効果を有するのが，刑事警察官の

集中機構であると考えるわけである.

このことは，生産会社における直接生産部門と

生産技術部門の関係に比することができる.ここ

では，生産の主体はいうまでもなく，直接生産部

門にある.直接生産部門が動かなければ，何も生

産されない.一方，生産技術部門は何も生産しな

いが，直接生産部門の能率を倍加する役割をにな

っている.つまり，刑事警察署や警察本部等の集

中機構は，それ自体が直接に捜査活動にあたると

いう点において生産会社の場合と異なるが，その

警察署に対する役割を直接生産部門に対する生産

技術部門のそれと同様の機能を有するとし、う認識

に立つのである.

捜査力乗数もまた，捜査力と同じく，さしあた

っては概念上の数値であり，数多〈の要因によっ

て定まる値である.しかし，これもまた，ここで

はその集中機構に属する刑事警察官の人数の関数

と考えることにしよう.

刑事警察官の集中機構の捜査カ

740 (26) 

ある警察単位が，いくつかの警察署と 1 つの刑

事警察官の集中機構とから構成されているとき，

その警察単位の捜査力 Ku は， これを構成する警

察署からなる集合体の捜査力 Ks と， 集中機構の

捜査力乗数g(1J) の積である.ここに， ν は集中機

構に属する刑事警察官の人数である.

Ku=g(1J)Ks (4) 

捜査力乗数に関する仮定

g(O)=1 (5) 

集中機構が存在しなければ，その警察単位の捜

査力は，その単位に属する警察署の集合体の捜査

力に等しいことに対応する.

g'(ν) >0 (6) 

警察署の捜査力の場合と同じく，集中機構の捜

査力乗数は，その機構に属する刑事警察官の人数

の増加につれて増大する.

捜査力乗数に関しても，警察署の捜査力の場合

と同様の理由により，便宜上非負の実数全体にわ

たって定義された連続微分可能な関数とする.

警察単位の集合体の健査カ

複数個の警察単位からなる集合体があり，これ

らの上に刑事警察官の集中機構が存在しないと

き，この集合体の捜査力は，各警察単位の捜査力

の和である.

すなわち，ある集合体がN個の警察単位から成

り，その各々の捜査力が Ki であるとき， 集合体

全体の捜査力Kは

K=K1+K2+...+KN (7) 

となる.

集中等価性

いま，ある 1 つの警察署に z人の刑事警察官が

いれば，その捜査力は j(X) である.この z人の

うち 11 人をきいて集中機構を作り，この警察署

だけを担当区域として補強させたとしよう.この

とき，集中機構の捜査力乗数をめ(ν) とすれば，

この集中機構と X- 1J 人の刑事警察官を擁する l

つの警察署からなる警察単位の捜査力は， gdν)j 

(X-y) となる.

オベレーションズ・リサーチ
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しかし一方，この値が集中機構を設けない場合

に対してどのようになるのかということについて

は，いろいろの場合が考えられる.集中機構の刑

事警察官が訓練，装備その他によって高い乗数効

果をもてば，

gl(Y) f (x-y) > f(x) 

となるし，また，機構の二重性が禍してかえって

能率を低下させるのであれば，

gl(Y) f (x-y) <f(x) 

となる.

これらは，それぞれにありうることではあるが

さしあたってその程度の如何は，はかりがたい.

そこで，この問題を詳しく扱うことは他の機会に

ゆずることにして，本稿では，

f(x) =gl(Y) f (x-y) 0孟ν壬x (8) 

という関係を仮定する.これを集中等価性の仮定

と呼ぶ.

しかし，この仮定に関しては， r この集中機構に

属する刑事警察官にしてみれば，実際上所属の名

称が変更されただけの効果しかない」という解釈

も可能なので，ある意味では集中機構が乗数効果

をもっと L、う仮定と矛盾することにもなるが，別

の言い方をすれば乗数効果を最も控え目にみた仮

定であるから，議論の出発点として，これを仮定

することにしよう.

この仮定の下では，関数 f(x) や gl(X) の形が

兎全に定まってしまうことに注意しよう.実際，

(8)式において，

x=y 

とおけぽ，

f(x) =gl(X).f (0) 

という関係が成立する.したがって，

gl(X) = f(x)/ f(O) 

となる.また，この関係式を (8)式に代入すれば，

f(x)f(O)=f(y)f(x-y) (9) 

との関数方程式がえられる.この関数方程式につ

いては，その唯一の解が

f(x)=f(O)eax (10) 

1986 年 12 月号

であることが知られている[1J. ここに， α はたと

えば次の関係式によって決定されるパラメ}タで

ある.

f(l)=f(O)ea 

したがって ， gl (x) も

gl(X) =eax )
 
-1
 
(
 

となる.

つまり，われわれの考える捜査力関数や捜査力

乗数は刑事警察官の人数の指数関数である.しか

し，本稿の以下の議論でこのことを積極的に使う

必要はない.

複数の警察署を担当する集中機構の場合には，

その警察単位の捜査カはすでに述べたように， (3) 

および (4)式により，

gN(ν) {ft(xd + fz(口)+… +fN(XN)}

となる.ここに ν は集中機構に属する刑事警察官

の人数で、， gN(ν) はその捜査力乗数である.また，

Xt， X2， … ， XNは各警察署に属する刑事警察官の人

数であり ， ft(Xd ，f2(ね)，… ， fN(XN)はその捜査

力である.

捜査力乗数 gN(y)が複数個の相異なる捜査力関

数と同時に集中等価性をもつことは，関数方程式

(9) の解の一意性からして不可能である.そこで

いま話をこの集中機構が担当する各警察署が同じ

捜査力関数をもっ場合にかぎってみる.すなわち

ft (Xl) = fz(X2) = …= fN(XN) =f(x) (12) 

が成立するものとする.

この条件の下で複数の警察署管轄区域内で同時

に犯罪が発生しなければ，集中機構に属する刑事

警察官は，犯罪発生にさいしてもっぱらその警察

署だけを補助することができる.だから，実質上

その集中機構がただ l つの警察署を担.当区域とし

ていることになるから，集中等価性

gN(ν ) f (x) =f(x+y) 

が成立する.

本稿では以下複数の警察署に対する集中等価性

の成立を仮定するが，その条件を現実に即してま

とめてみると，

(27) 741 
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(司どの警察署の管轄区域も似たような面積・地域

であること.

「ーーーーー・・ーーーーーーーーーーーー・・ーーーーーーーーー『

警察署 1 警察署 2

刑事警察官町 刑事警察官 X2

(b)同時多発型の犯罪に対する捜査ではないこと.
警察署 3 警察署 4

(c)大量の刑事警察官を投入する必要がある犯罪捜

査であること.

刑事警察官ぉ 刑事警察官ぬ

処)地域住民との密着の度合いが少ない犯罪捜査で

あること.

警察署 5
刑事警察官ぉ

警察署 6
刑事饗察官 X6

(e)犯人が緊急に移動する可能性の少ない犯罪であ

ること等である.

警察署 7 警察署 8

刑事警察官 X7 刑事著書察官 Xø

ーーーーーーーーー一一ーーーーーーーーーーーーーーーー=--1
図 2 分散運用法:刑事警察官を各警察署に分散

配置する.
現象的にみれば，汚職その他の知能犯はよくこ

の条件を満たしているが，日常的な 捜査カ (Kv)=f(引l+f(x.) +… +f(X8)

小犯罪事件ではこの条件は満たされ

にくい.発生する犯罪の型に注文を

つけることができないのはいうまで

もないが，このような条件が満たさ

れていなければ，本稿で以下に展開

するような議論にもとづく集中運用

法の有効性は成り立たないのである

から注意を要する.

4. 捜査力の比較

前節で述べたような仮定の下で，

2 節の集中運用法の各案についてそ

の捜査力を求めて比較してみよう.

話を具体的かっ現実的にするため

に，図2-図Bに示すような 8 つの警

察署からなる警察単位を考えること

にしよう.また，集中機構はどれも

人数の関数として同じ捜査力乗数を

もつものとしよう.

分散運用法図 2 に示すように刑

事警察官を各警察署に分散配置する

場合には，捜査力 (Kv) は，

Kv= f(Xt) + f(X2) +…+ f(xs) 
(13 ) 

となる.ここに， XhX2， …Xs は各警

察署の刑事警察官の人数である.

①ブロック捜査体制

742 (28) 

11 プロック・センター署 1 I 警察署 1 I I 警察署 2 11 
11 刑事警察官 4a 1 刑事警察官 x， -a 1 1 刑事警察官ゐ α 1I 
ーーーーーー一ーーーー寸 i 

警察署 3 I I 警察署 4 1I 
刑事警察官 x3 -a I I 刑事警察官 x.-a I! 

L.!:-ーーーーーーーーーーー =u. 'j 
lrーーーーーーーー一ーーでーーーーーーーーー一一ー一ーー一一ーーー一一一-，.，

1l プロ・11 ・センター署 2 I 警察署 5 I I 警察署 6 |;! 
11 刑事警察官 4α |刑事警察官 X5-a 1 1 刑事警察官 x.-a 111 
1 」一一一一一-1' , , 111 

警察署 7 I I 警察署 8 |!! 
刑事警察官 X7- a I I 刑事警察官 xs-a iii 

L.___ーーーーー一ー--ニ二二三三七工工二二三二二三二二二三七二二二二工工ごご:t

図 S ①プロック捜査体制:各警察署の刑事警察官を a 人ずつ
2 つのプロッグ本部に集める.

捜査力(Ki①)=g(4a){f(均一a)+f(x.-a)+… +f(引-a)}

+g(4a){f(X5-a) +f(x.-a) + f(X8-a)} 

i 刑事警察署 1 饗察署 1 1 1 警察署 2
!刑事警察官 |刑事警察官 o I I 刑事警察官 O
x， 十X2+Xa+ぬ

刑事警察署 2

刑事警察官
X5十 X6+X7 +xs 

響察署 3 I I .警察署 4
刑事警察官 o I I 刑事警察官 0

警察署 5 警察署 6
刑事警察官 0 刑事警察官 O

警察署 7 警察署 8
刑事警察官 0 刑事警察官 0

ーーー皿ーーーー四ー・ーーーーーーーーー-----ーーーーーーーー・陣ーーーーーー

図 4 ②刑事警察署体制:刑事警察官をすべて刑事警察署に集
める.

捜査力 (K，②) =g(X，+X2+X3+引) x 4f(0) +g(x.+x. 
+X7+X8) x4f(0) 
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i 警察本部 |警察署 1 I I 警察署 2 1 

i 刑事警察官 8:| 刑事響察官町一α I I 刑事警察官日

警察署 3 警察署 4

刑事警察官 X3- a 刑事警察官 X，-α

警察署 5 警察署 6
刑事警察官ぉ α 刑事警察官 XS-α

警察署 7 I I 警察署 8
刑事警察官 X7- α I I 刑事警察官 XS-α 11 

-田ーーーーーーーー申ーーーーーーーーーーーーーーーー_.J

図 S ③本部集中体制:各警察署の刑事警察官を a人ず
つ警察本部に集める.

技査カ (K，③)=g(8a) {f(引-a)+f(X2-a)+… +f(xa-a)}

!響察本部 i プロげ・センター署 1 I 警察署 1 1 1 警察署 J I11 
i 刑事警察官4a: 刑事警察官 2a I 刑事警察官 Zパ 1 I 刑事警察官ゐ一日 1I 

'---ーーーーー-1 ・・ーーーーーーーーーー寸 l 

警察署 3 1 1 警察署 4 1: 
刑事警察官 zパ 1 I 刑事警察官ぬ-a 1: 

L_'-=一ーーーーーーーーーー-=-=!-ι ーーー一一ーー一一ー___:!;J
「ーーーーー昨ーーーーーーーーーーー一ーーーーーー-ー-ーーーーーーーーーーーーーーーーー

i プロック・センター箸 21 警察署 5 1 1 警察署 6
i 刑事警察官 2日 |刑事警察官 X5- a I 1 刑事警察官ぉ-a

1 1 警察署 7 I I 警察署 8
刑事警察官日 I I 刑事警案宮山

L__ーーーーーーーーー三二ご二二三ごJ二二二てニニニユコニエニニユコ二二二三ご二ニτ二二二」

図 8 ④混合集中捜査体制:各警察署から刑事警察官を a人ずっさいて 2 つ

のプロックセンター署にそれぞれ2a人を，また警察本部に4a人を集める.

捜査カ (KI⑤)=g(4a)(g(2a) {f(Xt-a) + f(X2-a) +…+ f(x,-a) }+g(2a) 

{f(X5-a) + f(X6-a) + ・.+ f(xa-a)}J 

察官が増員されたのと等価である.

②刑事警察署体制

図 3 に示すように各警察署から a人ずつの刑事

警察官を 2 つのブロックセンター署に集め，集め

た刑事警察官は当該ブロック内において集中運用

することとする場合には，捜査力 (KI①)は，

K ( =g(4a) {f(Xl-a) + j(X2-a) +…+ 
j(れ-a)}++g(4a) {f(xs-a)+ j(X6-a) 

プロック捜査体制を極度にまで押し進め，図 4

に示すように刑事警察官をすべて刑事警察署に集

める場合には，捜査力 (KI①)は，

+…+ j(xs-a)} (14) 

となる.

ここで集中等価性を適用すれば，この値はさら

K ( =j(xl+3a)+j(X2+3a) +…+ j(xs 
+3a) (15) 

となる.すなわち各警察署において 3a人の刑事警

1986 年 12 月号

K ( =g(Xl+X2+XS+X4) x4j(O)+g(xs 

+X6+X7+XS) x4j(O) (16) 

となる.

ここで，集中等価性を適用すれば，この値はさ

ら Vこ，

K ( =4j(Xl +X2+XS+X4) +4j(XS+X6 

+X7+XS) (!?) 

となる.

(29) 743 
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③本部集中体制j

図 5 に示すように各警察署の刑事警察官を a人

ずつ警察本部に集める場合には捜査力 (KI③)は，

K ( =g(8a) (f(Xl-a)+ f(X2-a)+ …+ 
f(X8-a)} (18) 

となる.

ここで，集中等価性を適用すれば，この値はさ

らに，

K(= (f(xl+7a)+ f(X2+7a) +…+ 
f(xS+7a)} (19) 

となる.すなわち各警察署において7a人の刑事警

察官が増員されたのと等価である.

この本部集中体制を極度にまで押し進め，刑事

警察官のすべてを響察本部に集中した場合(本部

完全集中体制)には，捜査力 {K，④)は，

K( =g( L: X;} x8f(0) 

となる.

ここで，集中等価性を適用すれば，この値はさ

ら tこ，

K ( =8f( L: Xt) 

となる.すなわち，各警察署では，その警察単位

に属する全部の刑事警察官が全員各警察署に勤務

しているのと同じ捜査力をもつことになる.

④混合集中捜査体制

図 S に示すように，各警察署から刑事警察官を

2 a 人ずっさいて 2 つのプロックセンター署に

それぞれ2a人を，また警察本部に知人を集める場

合には，捜査力 (KI⑤)は，

K ( =g(4a) x [g(2a) (f(xl-a) + f(X2-
a)+… +f(ね-a)}+g{2a) (f{xs-a) + 

f(X6- a )+ …+ f(X8-a)} ] (20) 

となる.

ここで，集中等価性を適用すれば，この値はさ

らに，

K ( =g{4a) x (f{Xl+a)+ f(X2+a)+ … 
+ f(x畭) + f(xs+a)+ f(れ+a)+ … +f

(x8+a)}=f(xl+5a)+ f{x2+5a)+ …+f 

(x8+5a) (21) 

744 (30) 

となる.すなわち各警察署において加入の刑事警

察官が増員されたのと等価である.

各体制の捜査力を比較すれば， aとして等しい値

をとるとき，捜査力関数の単調増加性から，ただ

ちtこ

KD<KI①<K，⑤<K，③ 

がえられる.また， r横の集中J であるブロック捜

査体制を極度にまで押し進めた刑事警察署体制と

「縦の集中Jである本部集中体制を極度にまで押し

進めた本部完全集中体制とを比較すると，

K②<K，④ 

となる.

5. おわりに

以上，刑事警察官の効率的な配置について検討

を進めてきたが，その結論を要約すると，一定の

条件を前提とした場合，刑事警察官を分散運用す

るよりも集中運用した方が全体の捜査力は大きく

なり，また，集中運用する場合においても， r縦の

集中」の方が「横の集中」よりも集中の効果が大

きいということができる.しかし，この集中運用

を極度にまで押し進めた刑事警察署体制と本部完

全集中体制については，発生する犯罪のすべてが

必ずしも集中運用の効果が期待できる種類のもの

ではないこと，刑事警察官を他の一般の警察官と

完全に分離することによる不合理な副作用が予想

されることなどの理由から，全体の捜査力が大き

くなるとし、う長所は評価しつつも，実際には採用

しがたい制度であるといわなければなるまい.

いずれにしても，以上の議論は，一定の条件を

前提にしてのものであって，ただちに実務におい

て全面的に採用することができるというものでは

ないが，今後より効率的な警察官の配置運用を考

えるに当って何らかの参考となれば幸いである.

[ 1 ] Aczel , J. “ Vorlesungen �er Funktional. 

gleichungen und ihre Anwendungen" 

Birkhäuser, 1961 
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